
令和７年度 大阪市の政策課題の解決に向けた基礎調査業務に係る 

公募型プロポーザル方式による選定結果について 

 

１ 案件名称 

  令和７年度 大阪市の政策課題の解決に向けた基礎調査業務 

  （契約期間：令和７年４月１日から令和８年３月 31日まで） 

 

２ 選定した委託候補者 

  株式会社 総合計画機構 

 

３ 公募期間 

  令和６年 12 月 17日から令和７年１月 31日 

 

４ 学識経験者等の意見を聴取する選定委員による審査の結果 

 （１）選定委員名簿（敬称略、五十音順） 

委員氏名 役職等 

入江 啓彰 近畿大学 短期大学部 商経科 教授 

佐久間 康富 和歌山大学 システム工学部 教授 

松本 邦彦 金沢大学 理工研究域 地球社会基盤学系 准教授 

 

 （２）選定会議の開催日 

    第１回：令和６年 12月５日～６日 

第２回：令和７年２月７日 

 

 （３）審査を行った事業者（五十音順） 

    株式会社 総合計画機構   全１者 

 

 

 

 

 

 

 



（４）審査基準及び結果（選定委員の評価点の合計点） 

 

審査項目 審査内容 
配点 評価点の

合計点 

企画提案書 

全体 

本業務の意図及び目的、趣旨を十分に理解した企画提案とな

っているか。 

60 

（20×３） 
45 

特定テーマに 

関する提案に 

ついて 

データに基づいた分析が適切になされているか。 
45 

（15×３） 
31 

説明文章は、端的にまとめられ、誰が読んでも理解でき、説得

力があるものとなっているか。 

45 

（15×３） 
30 

図表やグラフを駆使し、見やすくわかりやすい資料としてまとめ

られているか。 

30 

（10×３） 
23 

独自の着眼点から分析がなされており、その内容についても説

得力があるか。 

30 

（10×３） 
19 

業務実施 

体制等 

業務実施体制について具体的かつ明確に記述されており、か

つ、業務を適切に実施するために必要な経験等を有するスタ

ッフ配置体制が確保されているか。 

30 

（10×３） 
25 

情報収集の際に活用可能なデータソースについて、実行性・

有効性のあるものとなっているか。 

30 

（10×３） 
22 

過去（公募日以前５年以内）に同種又は類似する事例に取り

組んだ実績、又はすでに事業化されたものなどの概要につい

て提示されているか。 

15 

（５×３） 
14 

積算根拠及び業務遂行のための工程の妥当性が確保されて

いるか。 

15 

（５×３） 
11 

合   計 
300 

(100×3) 220 


